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 ③指導事項を絞って授業をシンプルに組み立てること。 

 ④狭い部分ではなく広い部分を何度も読むことで、自力で読む姿が見られること。 

 ⑤交流の場面を設定することで「集団で高める」こと。 

  二校の実践を講座の中で紹介したり、実践者からの感想も発表してもらったりする中で、具体的な 

 教材・授業をこのモデルを通して現実的なものであると捉えられたと考える。実践者の感想も肯定的 

 であった。さらに、他教材、文種を問わない中での汎用性を探り、実践も展開されている（小学校→ 

 「海の命」 中学校→「故郷」）。 

  今後、ますますこのような、読み方の習得の自覚化や他教材への汎用性が児童生徒に認識されるよ 

 うな授業が必要となると考えており、そのための具体的なツールとしての構想シートを開発できたこ 

 とが大変大きな成果だと考える。 

 

７ 次年度以降の課題 

  一定、単元構想モデルの活用効果については感じられるが、より使いやすく、現場の教員に対する 

支援のツールの一つとなるために改善・充実を考えていきたい。具体的には、今年度に引き続き、京 

都教育大学植山俊宏教授と大阪成蹊大学辻村敬三准教授にご指導いただきながら、単元構想モデルと 

単元構想シートの見直しをしていく。そして、このモデルにそって、今年度、宇治市立岡屋小学校と 

宇治市立広野中学校で実践していただき、実践事例をあげることができたが、対象を府内に広げて実 

践を更に多く集めていく展開としたい。さらに、その実践に植山教授、辻村准教授から価値づけ、意 

味づけをしていただき、ご指導願う方向で考えている。 

  さらに、モデルを京都府下から広く集め、校種は小学校、中学校、高等学校の教材を対象に作成し 

 ていく予定である。 

 

８ まとめ 

  学習指導要領では、小学校段階は日常生活、中学校段階では社会生活、高等学校段階では社会へ、 

 と段階的に児童生徒を社会参画できる力を身につけさせるように、学びが系統立てて計画されている。 

 「自力で⾧い文章を読む。」という力は児童生徒が学校という学びの場を卒業した後、よりよく社会に 

 生きていくためには必要不可欠な力であると考える。併せて、「集団で高める」ということは、教室で 

 学ぶことで得られる効果の一つでもある。ここで得られた「共有」の場面をただの交流で終わること 

がないようにするためにも、その前段での自分の考えの確立を叙述に基づいて的確に行わせたい。 

  校種が上がるにつれて、教材の文字数は多くなり、内容も複雑化し、深刻化していく。しかし、国 

 語科の授業そのものは複雑になるのではなく、シンプルであることが大切だと考える。児童生徒が、 

 以前の授業で習得した読み方を、別の教材を読む場面で活用しているという実感をもつためにも、「見 

 つける→つなげて考える→集団で高める」という３ステップでシンプルな授業であることが必要だと 

 考える。 

  授業を行う教師の支援になること、学ぶ児童生徒の「自力で読む力」の伸⾧に結び付くこと、その 

 両方に働きかける標としてこの単元構想モデルを捉えていきたい。 
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新教育課程にむけて 
－移行期における小学校外国語の課題と方向性ー 

 

 

         研修・支援部 研究主事兼指導主事   大 槻  裕 代 

研究主事兼指導主事  有 田  清 美 

                研究員         竹 本   恵 

 

要約 

小学校、中学校、高等学校すべてにおいて新学習指導要領が提示された。外国語における教育改革

の動きが加速するなか、特に、小学校においては、平成 23年度より高学年で年間 35時間実施されて

きた外国語活動の成果と課題を踏まえ、平成 32 年度からは中学年で外国語活動（年間 35 時間）、ま

た高学年で外国語科（年間 70時間）が導入されることになる。 

新学習指導要領の全面実施に向けて、移行期２年間は中学年高学年ともに文部科学省が開発、発行

した新教材を活用しながら実施していくことになる。今回文部科学省により開発、発行された新教材

は、これまでの外国語活動で使用されてきた「Hi,friends!」と比較すると、中学年用新教材の「Let’s 

Try!」においては、「Hi,friends!」がベースになっている部分も残ってはいるものの、高学年用新教

材「We Can!」においては、語彙や表現、活動含め情報量が格段に増え、新しい学習内容をはじめ、既

存の事項についてもさらに高度な活動や言語材料が提示されているといえる。 

そこで本研究では、学校現場が新学習指導要領へ円滑に移行できるため、移行期の主たる教材であ

る新教材について、そのポイントを整理し、年間指導計画例、単元指導計画等例等を作成することと

した。その際、学校現場での課題を明らかにし、課題に対する手立てを盛り込みながら、出前講座と

して学校現場へ還元することのできる成果物を準備した。 

方法として、①文部科学省から配布（H29 年９月 21 日説明会）された年間指導計画案を考察 ②新

しく学習する事項の含まれる単元を一例として研究 ③出前講座からの振り返り を主とし、派生す

る事項もあわせて研究対象としてすすめた。 

研究による成果物を出前講座において活用し、さらに訪問先からの要望や質問をもとに内容をブラ

ッシュアップしながら、学校現場の現状把握、課題等を具体的に理解することができた。今後、小学

校から中学校へ、そして高等学校へと接続していく視点を加え、さらに研究をすすめていく必要性を

感じている。 

 

キーワード：英語教育改革、新学習指導要領、移行期、年間指導計画、単元指導計画、出前講座 

 

 

１ 英語教育改革の背景                 

図１によると、文部科学省の描く英語教育改革において、小中高で目指すそれぞれの英語教育のレ

ベルが、共通指標である CEFR（図２）によって示されている。小学校においてＡ１、中学校でＡ１～

Ａ２、高等学校ではＡ２～Ｂ１と設定されている。これらのレベルは、現在の英語教育の目指すレベ

ルからそれぞれ１レベルずつ上がっている。そのため、これまで小学校の高学年（第５学年、第６学

年）に設定されている外国語活動が教科となり、中学年（第３学年、第４学年）に新たに外国語活動

が設定されることはしかるべき措置であると考えられる。 
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図１ 英語教育の抜本的強化のイメージ 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈出典：中央教育審議会教育課程企画 特別部会「論点整理」平成 27 年８月〉 

 

図２ (参考)外国語の学習・教授・評価のためのヨーロッパ共通参照枠について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈出典：ブリティッシュ・カウンシル、ケンブリッジ大学英語検定機構〉 
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２ 小学校移行期の新教材についてー中学校１年生における英語教育についての課題からー 

平成 26 年９月 26 日「英語教育の在り方に関する有識者会議審議」報告によると、中学１年生対象

による調査に以下の点が示されている。 

〇外国語活動の授業で「もっと学習しておきたかったこと」の回答 

・英語の単語を読むこと(77.9％) 

・英語の単語を書くこと(81.7％) 

・英文を読むこと(77.6％) 

・英文を書くこと(78.6％) 

この結果を受けて、小学校の外国語活動で音声中心に学んだことが、中学校での段階で音声から文

字への学習に円滑に接続されていないこと、発音と綴りの関係の学習や文構造の学習に課題があるこ

とが有識者により指摘されている。このような状況を踏まえると、小学校高学年段階において、文字

の扱いや文構造への気付きなど、中学校との接続を意識した指導に有効な教科書・教材が必要である

ことが分かる。したがって、特に高学年では、中学年での外国語活動を継承し、中学校への円滑な接

続を踏まえての、アルファベット文字の認識、日本語と英語の音声の違いや特徴、語順への気付きを

促す指導に有効な教材が必要であることが提示され、新教材「Let’s Try!」及び「We Can!」の開発、

発行に至った。 

 

３ 研究の目的と方法 

 平成 30 年度から２年間の移行期を迎えるに当たり、学校現場の混乱や不安を最小限にとどめ、各

小学校がスムーズに移行期間に入り、また先の全面実施に接続できるような状況を目指すことが重要

と考えた。そこで、京都府内の各小学校において、移行期の「外国語活動」の現状をおさえながら、

新学習指導要領に基づく年間指導計画例等を作成し、出前講座で提示、波及することを目的とした。 

 方法として、平成 29 年９月の文部科学省による新教材説明会の実施後から、移行期間における新

教材を扱った年間指導計画例及び単元指導計画例の作成を始めた。平成 29年 11 月からは、学校現場

への発信を目的に、出前講座を開始した。研究による成果物を出前講座で活用し、学校現場からの要

望や現状把握、課題等を具体的に理解し、ブラッシュアップするように努めた。 

 

４ 研究の成果 

今回研究対象は、教科となる高学年向けに開発、発行された「We Can!1,2」とし、その年間指導計

画例を作成するとともに、「We Can!2：My Summer Vacation.」の単元指導計画例及びそれに伴うワー

クシート等の作成を行った。言語材料として新たに位置付けられた「過去形」や「書くこと」の内容

を取り扱うことで、学校現場の混乱を共有し、不安に対応することができた。 

モデルとなる、実際の年間指導計画例、単元指導計画例、授業での言語活動例を示した演習、ワー

クシート等を開発し（図３,４）、出前講座においてその活用方法やポイント等を発信・普及すること

で、移行期における外国語教育のスムーズな実施につなげることができた。 

  

図３ 出前講座用作成資料の一例 
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図４ 出前講座用作成 年間指導計画 ５年生用 一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次年度は、小学校における移行期２年目となる。小学校教員が外国語の指導をよりスムーズに行 

えるよう、教材や演習等の開発、出前講座の充実を図っていきたいと考える。さらに、小学校から 

中学校、そして高等学校へと接続していく視点から、外国語教育のポイント等を見直し、小中高の 

接続を意識した研究を進めていきたいと考えている。 
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